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資料１

2022年10月4日 ガス安全小委員会資料

災害時連携に関する
ガス事業者の取り組み
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災害時連携計画の記載内容（概要）

項目 主な記載内容

法令
事項

① 一般ガス導管事業者相互の連絡に関する事項
• 応援要請の考え方、その範囲、災害対策本部の設置、
情報を迅速に連絡するための体制

②
一般ガス導管事業者による従業者の派遣及び
運用に関する事項

• 応援要請が予測される場合の準備体制、応援事業者
の安全管理・健康管理

省令
事項

③ 復旧方法等の共通化に関する事項
• 復旧に必要な特殊工具及び資機材の保有状況の共
有方法、前進基地の確保

④
災害時における復旧に必要な情報の共有方法
に関する事項

• 復旧状況の迅速な把握に関するシステム等の活用

⑤
一般ガス導管事業者による移動式ガス発生設
備の派遣及び運用に関する事項

• 移動式ガス発生設備による臨時供給の考え方や当該
設備の運用等

⑥
地方公共団体その他の関係機関との連携に関
する事項

• 災害復旧作業について、地方公共団体、消防及び警
察との連携

⑦ 共同訓練に関する事項
• 非常災害時における連携の円滑化を図るための共同
訓練（応援受入演習、ガス防災支援システム操作訓
練）の内容
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１．ガス事業者のこれまでの地震対策への取り組み
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過去の大地震と地震対策の取り組み経緯

1995 約85.7万件停止

94日で復旧

2004 約5.7万件停止

39日で復旧

⚫耐震設計基準見直し
⚫マイコンメーター設置義務化
⚫供給停止判断基準導入

2007 約3.4万件停止

42日で復旧

⚫移動式ガス発生設備の広域
融通体制の整備

2011
約40.2万件停止

54日で復旧
⚫津波対策・液状化対策強化

2016 約10.1万件停止

15日で復旧

2018 約11.2万件停止

7日で復旧

⚫供給停止判断基準の見直し

ガス地震対策検討会報告書

新潟県中越地震ガス地震対策調査検討会
報告書

新潟県中越沖地震における都市ガス事業・
施設に関する検討会報告書

東日本大震災を踏まえた都市ガス供給の
災害対策検討報告書

「
非
常
事
態
に
お
け
る
応
援
要
綱
」
を
適
宜
改
訂※

平成28年熊本地震を踏まえた都市ガス供給
の地震対策検討報告書

2016 ガス事業者間における保安確保のための連携及び協力に関するガイドラインの制定

⚫臨時供給を実施する重要施
設のリスト化

2019～
2021

対策提言の対応状況
⚫災害時の情報発信
⚫迅速かつ円滑な応援体制の
立ち上げに資する演習

主な提言内容 注）青枠は復旧対策に該当

第19,21,23回ガス安全小委員会資料

※第18回ガス安全小委員会に
て地震対策の更なる強化に
向けた対策提言がなされた

第18回ガス安全小委員会にて地震対応を
振り返り

4

阪神・淡路大震災 震度7

新潟県中越地震 震度7

新潟県中越沖地震 震度6+

東日本大震災 震度7

熊本地震 震度7

大阪北部地震 震度6－

※

１
９
６
８
年
制
定
以
降
１
６
回
の
改
訂

P18

P15

⚫ ガス業界では、平常時から事業者間連携を強化するため、「非常事態における応援要綱」を適宜改訂する
とともに、国の審議会の報告書を踏まえた様々な対策を講じ、地震・防災対策の見直しを図ってきた。

P24



© 2022 The Japan Gas Association

地震対策の基本的考え方（3本柱による対策の推進）

復旧対策
1日も早い復旧の実現に向け、
ハード・ソフトの両側面から対策

設備対策
被害を最小限に抑えるため、
設備を耐震化

緊急対策
二次災害を防止するため、供給
を安全に止める仕組みを導入

各事業者における訓練・演習（防災訓練など）、BCPの策定

⚫ 地震時にも、安全かつ安定的なガス供給を実現するため、設備対策、緊急対策、復旧対策の3本柱による
対策を推進。

＋

PE管の高い耐震性（変形性）

＜主な対策＞
⚫ポリエチレン管等の耐震管
への入れ替え

＜主な対策＞
⚫供給ブロックの細分化
⚫供給停止判断基準の導
入と供給停止措置

＜主な対策＞
⚫移動式ガス発生設備に
よる臨時供給

⚫全国のガス事業者による
応援体制の構築

⚫災害時連携計画の届出 判断基準に基づく供給停止措置

5

供給停止 供給継続

供給継続 供給継続

設備対策

緊急対策
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復旧対策：応援体制の構築

⚫ 被災地域内のガス事業者のみでは復旧に時間を要すと判断した場合、日本ガス協会の「非常事態にお
ける応援要綱」に基づき、被災事業者の要請で応援派遣を行う体制を構築。これまでの実績から、ガス
事業者には供給地域外で災害が発生した場合には、早期に応援隊を派遣する意識が根付いている。

⚫ 直近の「非常事態における応援要綱」等の改訂では、応援要請を待たずに能動的に派遣準備を実施す
る仕組みを構築。

6
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復旧対策：復旧作業の概要

⚫ 早期に復旧するため、「導管対策隊」、「顧客対策隊」の特別組織にて復旧作業を実施。

⚫ 今回、災害時連携計画の作成・届出により、主に専門知識が必要な復旧作業を担う一般ガス導管事
業者相互の連携を制度化※。

顧客対策隊

① 閉栓巡回 ② 地域の分割 ③ 被害の調査

④ ガス管の修繕 ⑤ ガバナ再稼働 ⑥ 開栓巡回

導管対策隊

• 一般ガス導管事業者は、復旧実
施計画の立案や、作業進捗管理
等の多くのスタッフ業務も同時に実
施するなどしつつ、専門知識や技能
が必要な左記の復旧作業に専念し
て取り組むことが求められる。

• 給排気設備の確認を要すること、
また、一般ガス導管事業者が「導
管対策隊」に注力していることを
踏まえ、ガス小売事業者も一定
の役割を果たしている。なお、災
害時の現場出動前の教育や、
平時の定期的な教育により、技
能レベルを担保することが可能。

• 加えて、電話受付業務を一般ガ
ス導管事業者と連携して対応。

※一般ガス導管事業者、ガス小売事業者を含めた全てのガス事業者の連携・協力関係は、ガス事業法第163条に基づく、
「ガス事業者間における保安の確保のための連携及び協力に関するガイドライン」により引き続き維持。

7
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２．災害時連携計画について
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災害時連携計画の位置づけ
⚫ ガス事業法第56条の2に、一般ガス導管事業者の計画作成・届出及び経済産業大臣による勧告（変

更・実施）を規定。

9

一般ガス導管事業者 ガス小売事業者

保安規程 保安業務規程第64条 第160条

第163条 ガス事業者間における保安の確保のための連携及び協力に関するガイドライン

「非常事態における応援要綱」 及び 応援要綱に紐づく要領、手引き等

第56条の2 災害時連携計画 今回新たに制度措置
【一般ガス導管事業者相互の連携】

JGA要領類

【一般ガス導管事業者とガス小売事業者
間の連携・協力の取組みを促す指針】

ガス事業者間における保安の確保のための連携及び
協力に関するガイドライン※1

災害時連携計画

目的
「一般ガス導管事業者」と「ガス小売事業者」の密接な協力関
係の構築

「一般ガス導管事業者」相互の連携

ガス事業法 第163条 第56条の2（法改正により新たに制度措置）
作成主体 経済産業省 （個々の契約については各事業者） 「一般ガス導管事業者」が共同作成

指針・計画の
内容

被災地域内外の「一般ガス導管事業者」と「ガス小売事業者」
よる初動対応・復旧対応での連携方法等を規定

災害時の「一般ガス導管事業者」相互の連絡方法や、従業者
の派遣、復旧方法等を規定
（「一般ガス導管事業者」と「ガス小売事業者」の連携関係について
は記載しない）

※1：個別のケースは個社間の契約に基づき対応

連携協力ガイドラインと災害時連携計画の比較

個社の災害対応（緊急
停止等）について規定

個社の災害対応（小売事
業者が一般ガス導管事業
者と連携するために実施す
る事項等）について規定

日本ガス協会の会員である一
般ガス導管事業者の応援及
びガス小売事業者の応援等に
ついて規定



© 2022 The Japan Gas Association

災害時連携計画届出までの対応実績
⚫ 一般ガス導管事業者193者への丁寧な情報共有と意見交換により、9月1日に災害時連携計画を経済

産業大臣に届出。

2021年度 2022年度
4 6 8 10 12 2 4 5 6 7 8 9

国の動き

JGAの
動き

一般ガス
導管事業
者の動き

▼21（基本制度小委）
「災害対応について」

▼8（基本制度小委）
「中間とりまとめ」

10

▼21（安全分科会）
「報告書」

▼21（ガス安全小委）
「中間とりまとめ」概要報告

▼22
改正法公布

▼28 ガス安全小委
（省令案審議）

▼1
改正法
施行

適宜、情報共有

審議会の内容確認

▼～5月中
計画素案作成

▼5月下
対応内容
の確認

▼6月上
計画素案
の確認

▼7月上
意見集約・
計画の修正

▼～19
修正案
の確認

▼22
最終案まと
め・周知

▼1
届
出

▼19
委任状
の確認

100件以上の質問・意見
に対して丁寧な対応を実施

8回
418名参加

▼6～13
説明会の
開催

▼29
最終
決定

▼～29
最終案
の確認

意見照会3回実施意見照会3回実施意見照会3回実施

▼5月下
災害時連携計画
作成への対応周知

▼～19
決裁
手続き

▼～8月上
保安推進プラン
ナー会議※の開催

10回
193名参加

※保安の管理者・経営者層への説明
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３．都市ガス特有の具体的な取り組み内容
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災害時連携計画の記載内容（概要）

項目 主な記載内容

法令
事項

① 一般ガス導管事業者相互の連絡に関する事項
• 応援要請の考え方、その範囲、災害対策本部の設置、
情報を迅速に連絡するための体制

②
一般ガス導管事業者による従業者の派遣及び
運用に関する事項

• 応援要請が予測される場合の準備体制、応援事業者
の安全管理・健康管理

省令
事項

③ 復旧方法等の共通化に関する事項
• 復旧に必要な特殊工具及び資機材の保有状況の共
有方法、前進基地の確保

④
災害時における復旧に必要な情報の共有方法
に関する事項

• 復旧状況の迅速な把握に関するシステム等の活用

⑤
一般ガス導管事業者による移動式ガス発生設
備の派遣及び運用に関する事項

• 移動式ガス発生設備による臨時供給の考え方や当該
設備の運用等

⑥
地方公共団体その他の関係機関との連携に関
する事項

• 災害復旧作業について、地方公共団体、消防及び警
察との連携

⑦ 共同訓練に関する事項
• 非常災害時における連携の円滑化を図るための共同
訓練（応援受入演習、ガス防災支援システム操作訓
練）の内容

P20

P15

P18

P23

都市ガス特有の取り組み
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（１）情報の共有方法（地震防災関連システムの活用）
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都市ガスにおける災害時の初動対応（地震発生からの主な流れ）

③供給停止の判断

• SI値とあらかじめ定めた基準値を比較し、保安規程に基づき、供給停止を判断

②災害対策本部の設置

• 保安規程及び災害時連携計画に基づき災害対策本部を設置

• SI値、震度階等の地震情報を収集するとともに、緊急巡回点検により被害情報を収集

①地震発生

• 各事業者にて地震を覚知

• 震度5弱以上の地震発生時に、ガス防災支援システム（G-React）の地震モード※が起動

④応援規模等の検討
• 蓄積された過去地震の実績・分析結果等から想定される被害率をもとに、応援規模等を算定

⑤応援要請
• 日本ガス協会を通じて、全国のガス事業者に応援を要請

⑥復旧活動
• 閉栓→地域の分割→被害の調査→ガス管の修繕→ガバナ再稼働→開栓

ガス防災支援システム（G-React）、被害状況報告システムに情報登録

ガス防災支援システム（G-React）、被害状況報告システムに情報登録

JGA復旧進捗見える化システムに進捗状況を情報登録

⚫被災事業者は、対応状況に応じて適時適切に地震防災関連システムに情報を入力。

14

※震度5弱以上を記録した事業者の
供給エリアを点滅して知らせるモード
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地震防災関連システムの活用

お
客
さ
ま
、
国
、
自
治
体
等
へ
の
情
報
発
信

各事業者経由

• 自社ホームページ
• Twitter
• Facebook 等

ガス防災支援システム（G-React）

前進基地の候補地や移動式ガス発
生設備の保有状況等の情報登録

被害状況報告システム

観測SI値等の地震情報や応援要
請の要否の報告

ブロック毎の復旧進捗状況を登録

JGA復旧進捗見える化システム

Lアラート経由

災害関連情報を集
約し、主にメディアに
情報提供する総務
省のシステム

ガス安全室経由

進捗図
（PDF）

進捗表
（Excel）

変換

G-React、被害状
況報告システムに
登録された被害状
況をガス安全室と
共有

⚫供給停止状況や復旧進捗状況を共有するためのルートを多様化している。

SIP4D※経由

復旧進捗状況を
自動連携

※基盤的防災情報流通ネットワーク

15

一
般
ガ
ス
導
管
事
業
者

ブロック毎の供給停止/継続状況登録

初動
段階

復旧
段階

システム上で一般ガス導管事業者間と共有可能

地震防災関連システム

連携計画第16条
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【参考】地震防災関連システムの関係

ガス防災支援システム（G-React）
（経済産業省所有）

• 供給停止情報
• 観測SI値
• 応援に際して必要な情報

-移動式ガス発生設備保有台数
-前進基地の候補地 など

• 供給停止情報
• 観測SI値等の地震情報
• ガス設備被害状況
• 災害対策本部の設置状況
• 応援要請の要否

被害状況報告システム
（日本ガス協会所有）

⚫各システムは単独で運用。ガス防災支援システム（G-React）と被害状況報告システムは、一部で共通
情報を入力している。

⚫入力作業等の効率化のため、G-Reactと被害状況報告システムの統合を視野に改善を検討していく。

• 復旧の進捗状況（閉開栓、ガス
管の修繕等の復旧ステータス）

共通情報を入力

16

JGA復旧進捗見える化システム
（日本ガス協会所有）
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（２）臨時供給への対応



© 2022 The Japan Gas Association

移動式ガス発生設備による臨時供給

⚫一般ガス導管事業者は、移動式ガス発生設備の一時的な貸与を行う広域融通体制を構築。

⚫移動式ガス発生設備の把握を迅速に行うために、保有台数及び医療や福祉サービスを行う等の社会的重
要度の高い需要家リストをG-Reactに予め登録。

18

移動式ガス発生設備の
保有台数を登録

連携計画第19条

G-Reactの登録画面

移動式ガス発生設備(プロパン・エアー式)
プロパンガスと空気を混合して都市ガス(天然ガス)と同グループの
プロパンエアー(PA)ガスを発生させる
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（３）円滑な復旧活動のための前進基地の確保
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過去の地震における前進基地の確保

⚫ 応援事業者が円滑な復旧活動にあたるためには、前進基地を確保する必要がある。

⚫ 復旧現場のできるだけ近くに前進基地を設けることで、復旧作業の効率が向上。

⚫ 仮の資材置場や仮休憩所、プレハブや既存の建屋等を利用した作戦本部としても機能。

⚫ 発災時に迅速に前進基地を確保するため、候補地をG-Reactに予め登録。

大阪北部地震の前進基地

20

前進基地の候補地を登録

連携計画第15条 別添3

G-Reactの登録画面

駐車場

資材置場

資材置場

東日本大震災（仙台）の前進基地

プレハブ
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地方自治体への協力要請への対応

21

⚫ガス安全室にて実施した一般ガス導管事業者へのヒアリング及びアンケートを踏まえ、前進基地等の確保に
ついて、地方自治体に対して公共用地の利用等に関する協力要請を発出いただいたところ。

⚫日本ガス協会としては、地方自治体の業務負担軽減の観点から、事業者がまとまって相談に行く等の対応
を実施していく。

経済産業省産業保安グループガス安全室 発出文書抜粋

日本ガス協会

①相談予定時期の連絡

一般ガス導管事業者A社

地方自治体A

②事業者に調整依頼

③事業者がまとまって相談

地方自治体B

一般ガス導管事業者B社

一般ガス導管事業者C社

一般ガス導管事業者D社

一般ガス導管事業者E社
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（４）一般ガス導管事業者が実施する共通の訓練・演習

①応援受入演習

②ガス防災支援システム操作訓練
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災害時連携に関する訓練・演習の目的

⚫各事業者は、毎年の防災訓練に加えて、速やかな被害報告・情報発信を主体的に実現できるよう、災害
時連携に関する共通の訓練・演習を実施。

➢各事業者が、迅速かつ円滑な応援受入体
制を整える。

➢国や自治体が公開している地震から、各事
業者に関係する地震を想定し、応援受入ま
でに必要な初動対応を確認。

応援受入演習の概要

➢災害発生時に報告する内容、役割を確認す
ることで、事業者が被害状況を迅速に報告で
きるよう対応力の向上を図る。

➢システム操作可能な人材を確保するため、複
数の方が訓練に参加。

防災支援システム操作訓練の概要

23

各事業者における訓練・演習（防災訓練※など）、BCPの策定

＋
災害時連携に関する訓練・演習

連携計画第21条

出典：京葉ガス(株)応援受入演習資料より抜粋

※ガス小売事業者は、一般ガス導管事業者が行う防災訓練等に参加
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円滑な応援隊の受入れ（応援受入演習）
⚫地震発生から応援受け入れまでの時系列を想定。

⚫加えて、復旧業務仕様書など、平常時から事前準備が必要な書類を作成するとともに、応援隊やスタッフの
受入場所など、発災時に必要な準備を模擬的に実施。

24

北海道部会での応援受入演習報告会の様子

連携計画第21条

出典：京葉ガス(株)応援受入演習資料より抜粋
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【参考】2022年度 地方毎の開催内容
⚫各事業者は、前述の復旧業務仕様書等の作成等に加え、地方毎の課題に応じた内容を設定して演習に
取り組んでいる。

地方部会 地方毎の開催内容

北海道
• 厳寒期に内陸で発生する地震を想定し、気象条件や地域特
性（小雪地域・豪雪地域）を踏まえた冬期復旧について、
復旧完了目標と応援班数の想定を把握

【共通】
各事業者の想定地震
に基づく応援規模等の
想定

東北
• 宿泊施設リスト・バスチャーター先等のリストを作成し、県単位
での情報共有を行う

関東
• 事業者数が多いことを踏まえ、各都県単位できめ細かな意見
交換を実施

東海北陸 • ２者同時被災を想定して、共同でできる準備を確認

近畿 • 臨時製造設備の設置検討状況等を報告

中国・四国
• 部会内での早期応援体制を検討（例：閉栓隊の応援派遣
の仕組み検討）

九州
• 宿泊施設リスト・バスチャーター先等のリストを作成し、近隣事
業者と情報共有を行う

25
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発災直後の情報共有のためのガス防災支援システム操作訓練

⚫供給停止を想定し、G-Reactに実際にデータを入力操作することで、災害時の連絡体制を確認する。加え
て、災害時にシステム操作可能な要員を複数確保することを目的に実施。

26

出典：災害時連携計画別添5 ガス防災支援
システム訓練マニュアルより抜粋

連携計画第21条別添5
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４．都市ガス分野の災害対応・レジリエンス強化に係る支援事業の活用
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災害対応力強化のための遠隔監視システムの導入拡大
⚫災害時連携計画の効果を高めることを通じて災害対応・レジリエンス強化を目的に、ガス事業者への支援
事業を2023年度予算概算要求で実施いただいた。

⚫特に遠隔監視システムに関しては、これまでのように人海戦術に頼るだけでなく、スマート保安に係る技術導
入による迅速な被害状況の把握等の災害対応力強化に資するものであると考えており、バルブ開閉器と併
せて、日本ガス協会では、補助金の活用に向けた事業者支援を検討していく。

28
出典：東京ガスエンジニアリングソリューションズ ホームページから引用した図を一部修正

遠隔監視システム画面

●侵入者警戒装置＋カメラ

道路

隣
地

隣
地

センサー（発報）

●ガス検知器

●温度・圧力計測器

ホルダーにおける遠隔監視の例

LTE等の通信網
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災害対応力強化に向けて

⚫これまでも供給安定性や保安レベルの維持・向上のもとで、国・業界全体でより高いレベルの早期復旧を目

指し、数十年にわたり取り組んできた結果、ガス業界として自主的に事業者間連携による災害対応の仕組

みを構築しております。

⚫今回の災害時連携計画の策定を契機に、共同訓練等を通じて、平常時からの備えをより充実することで、

一般ガス導管事業者間の連携強化を図ってまいります。なお、大規模災害時の二次災害防止や復旧の早

期化には、一般ガス導管事業者間の連携だけでなく、「ガス事業者間における保安の確保のための連携及

び協力に関するガイドライン」に基づくガス小売事業者との連携も重要であるため、引き続き綿密な連携を

行ってまいります。

⚫その上で、経済産業省とも連携して、ガス安全高度化計画2030に基づく、低圧本支管の耐震性向上等

の設備対策や、新たな緊急停止基準値の確実な運用等の緊急対策にも引き続き取り組んでまいります。

⚫また、支援事業の活用によるスマート保安に係る技術導入等にも取り組み、作業等を合理化することで、災

害時における安全かつ早期の保安確保・復旧の実現を目指していきます。

29
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以 上


